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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　デジタル複合機により光学的に読み取った原稿の画像データを、ネットワークを介して
接続されたサーバが管理する所定のデータベースに格納する画像データ取得システムにお
いて、
　前記デジタル複合機は、
　前記原稿の種類に応じて用意されている入力画面構成情報、及び、選択を受け付けた前
記原稿の種類に対応するデータベースのレコードを識別するため前記原稿の種類に対応す
るデータベース毎に複数用意されているＤＢキー値を前記サーバから受信し、
　前記原稿の種類を受け付けるメイン画面と、受け付けた前記原稿の種類に応じて、前記
入力画面構成情報に基づき入力画面を生成する入力画面生成手段と、
　前記画像データ、前記画像データと関連した情報であって前記入力画面から入力された
情報を有する画像データ情報、及び、前記入力画面の項目の選択時に特定される一つのＤ
Ｂキー値と、を前記サーバに送信する画像データ情報送信手段と、を有し、
　前記サーバは、
　前記デジタル複合機から受信した前記画像データと前記画像データ情報を、特定された
ＤＢキー値により識別される前記原稿の種類に対応するデータベースのレコードに関連付
けて前記所定のデータベースに格納するＤＢ格納手段を有する、
　ことを特徴とする画像データ取得システム。
【請求項２】
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　前記デジタル複合機は、ユーザの認証が成立するか否かを判定して、認証が成立した場
合に該デジタル複合機の使用を許可するユーザ認証手段を有する、
　ことを特徴とする請求項１記載の画像データ取得システム。
【請求項３】
　前記デジタル複合機は、前記画像データを特定する特定情報を、ネットワークに接続さ
れた時刻を認証する時刻認証サーバに送信する時刻認証データ送信手段と、
　前記特定情報に関し、前記時刻認証サーバが生成した、時刻証明データを前記時刻認証
サーバから受信する時刻証明データ受信手段と、
　前記時刻認証サーバから受信した前記時刻証明データを、前記画像データに対応づけて
該画像データと共に前記サーバに送信する認証済み画像データ送信手段と、
を有することを特徴とする請求項１記載の画像データ取得システム。
【請求項４】
　前記原稿の種類は、工事設計図面、契約書、見積書又は提案書、である、
　ことを特徴とする請求項１～３いずれか１項記載の画像データ取得システム。
【請求項５】
　前記メイン画面において工事設計図面を受け付けた場合、前記入力画面生成手段は工事
名の選択欄を有する前記入力画面を表示し、選択された工事名からＤＢキー値が特定され
る、
　ことを特徴とする請求項４記載の画像データ取得システム。
【請求項６】
　デジタル複合機が光学的に読み取った原稿の画像データを所定のデータベースに格納す
るサーバとネットワークを介して接続され、前記画像データを、該サーバに送信するデジ
タル複合機において、
　前記原稿の種類に応じて用意されている入力画面構成情報、及び、選択を受け付けた前
記原稿の種類に対応するデータベースのレコードを識別するため前記原稿の種類に対応す
るデータベース毎に複数用意されているＤＢキー値を前記サーバから受信し、
　前記原稿の種類を受け付けるメイン画面と、受け付けた前記原稿の種類に応じて、前記
入力画面構成情報に基づき入力画面を生成する入力画面生成手段と、
　前記画像データ、前記画像データと関連した情報であって前記入力画面から入力された
情報を有する画像データ情報、及び、前記入力画面の項目の選択時に特定される一つのＤ
Ｂキー値と、を前記サーバに送信する画像データ情報送信手段と、を有し、
　前記サーバは、
　前記デジタル複合機から受信した前記画像データと前記画像データ情報を、特定された
ＤＢキー値により識別される前記原稿の種類に対応するデータベースのレコードに関連付
けて前記所定のデータベースに格納するＤＢ格納手段を有する、
　ことを特徴とするデジタル複合機。
【請求項７】
　ユーザの認証が成立するか否かを判定して、認証が成立した場合に該デジタル複合機の
使用を許可するユーザ認証手段を有する、
ことを特徴とする請求項６記載のデジタル複合機。
【請求項８】
　前記デジタル複合機は、前記画像データを特定する特定情報を、ネットワークに接続さ
れた時刻を認証する時刻認証サーバに送信する時刻認証データ送信手段と、
　前記特定情報に関し、前記時刻認証サーバが生成した、時刻証明データを前記時刻認証
サーバから受信する時刻証明データ受信手段と、
　前記時刻認証サーバから受信した前記時刻証明データを、前記画像データに対応づけて
該画像データと共に前記サーバに送信する認証済み画像データ送信手段と、
を有することを特徴とする請求項７記載のデジタル複合機。
【請求項９】
　デジタル複合機が光学的に読み取った原稿の画像データを、ネットワークを介して受信
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し、所定のデータベースに格納するシステム管理サーバにおいて、
　前記デジタル複合機に表示される入力画面を構成し、前記原稿の種類に応じて用意され
ている入力画面構成情報、及び、前記デジタル複合機が選択を受け付けた前記原稿の種類
に対応するデータベースのレコードを識別するため前記原稿の種類に対応するデータベー
ス毎に複数用意されているＤＢキー値、を該デジタル複合機に送信するシステム情報送信
手段と、
　前記画像データ、前記画像データと関連した情報であって前記入力画面から入力された
情報を有する画像データ情報、及び、前記入力画面の項目の選択時に特定される一つのＤ
Ｂキー値と、を受信する画像データ情報受信手段と、
　前記画像データ情報受信手段により受信した、前記画像データと前記画像データ情報を
、特定されたＤＢキー値により識別される前記原稿の種類に対応するデータベースのレコ
ードに関連付けて前記所定のデータベースに格納するＤＢ格納手段と、
　を有することを特徴とするシステム管理サーバ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、デジタル複合機と連繋可能な画像データ取得システムに関し、特に、デジタ
ル複合機でスキャンした画像データを、社内情報システムのデータベースに取得する画像
データ取得システム、デジタル複合機及びシステム管理サーバに関する。
【背景技術】
【０００２】
　コンピュータを利用した社内システムでは、販売管理、在庫管理、顧客管理、人事管理
、生産管理、図面管理などの各種業務システムが稼働している。これら業務システムでは
、日々の業務に従い、伝票の入力やファイルの更新等が必要となる。
【０００３】
　ところで、業務活動においては、図面や営業報告、情報として入手した添付書類など、
種々のフォーマットの書類（不定型な書類）の管理が必要となる。これらの文書は、業務
システムに入力するのが困難であるため、スキャナなどで紙文書をイメージファイル化し
て保存する作業がなされている。また、取引先から受け取る注文書や請求書なども、ペー
パーレス化の流れに従い、イメージファイル化して保存することが期待されている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、不定型な書類を入手したり、これら文書のイメージファイル化が必要と
なっても、これまでは、業務システムとの連繋が考慮されてこなかった。このため、イメ
ージファイル化した文書を業務システムの所定のファイルに対応づけたり、文書の内容や
日付などの画像データ情報を業務システムに入力する必要があっても、通常の業務システ
ムの入力・更新作業のルーチンとは別に行う必要があり、効率が悪かった。
【０００５】
　また、取引先や出張先等で不定型な書類を入手した場合、保有するＰＣ（パーソナルコ
ンピュータ）からネットワークを通じ、業務システムに対応づけて入力・更新作業するこ
とが可能である。しかし、ＩＴスキルの欠如などにより、不定型な文書そのものを所属部
署等に郵送・ＦＡＸし、入力・更新作業を他の社員に依頼するケースも多く存在する。特
に、派遣社員やパート社員など、社員の定着性が低下している状況では、今後かかるケー
スが増大することも予想される。また、出張所などでは、ＩＴスキルの高い社員を配置す
ることが困難なため、業務システムの運用、サポートの簡易化が望まれる。
【０００６】
　本発明は、上記問題に鑑み、容易に業務システムと連繋して文書の電子化入力が可能な
画像データ取得システム、デジタル複合機及びシステム管理サーバを提供することを目的
とする。
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【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、上記課題に鑑み、デジタル複合機により光学的に読み取った原稿の画像デー
タを、ネットワークを介して接続されたサーバが管理する所定のデータベースに格納する
画像データ取得システムにおいて、前記デジタル複合機は、前記原稿の種類に応じて用意
されている入力画面構成情報、及び、選択を受け付けた前記原稿の種類に対応するデータ
ベースのレコードを識別するため前記原稿の種類に対応するデータベース毎に複数用意さ
れているＤＢキー値を前記サーバから受信し、前記原稿の種類を受け付けるメイン画面と
、受け付けた前記原稿の種類に応じて、前記入力画面構成情報に基づき入力画面を生成す
る入力画面生成手段と、前記画像データ、前記画像データと関連した情報であって前記入
力画面から入力された情報を有する画像データ情報、及び、前記入力画面の項目の選択時
に特定される一つのＤＢキー値と、を前記サーバに送信する画像データ情報送信手段と、
を有し、前記サーバは、前記デジタル複合機から受信した前記画像データと前記画像デー
タ情報を、特定されたＤＢキー値により識別される前記原稿の種類に対応するデータベー
スのレコードに関連付けて前記所定のデータベースに格納するＤＢ格納手段を有する、こ
とを特徴とする。
【０００８】
　本発明によれば、容易に業務システムと連繋して文書の電子化入力が可能な画像データ
取得システムを提供することができる。なお、サーバからデジタル複合機に予め送信する
入力画面構成情報は、中間データ記憶手段に記憶されていて、デジタル複合機の電源がオ
ンになるなど所定のタイミングでデジタル複合機にダウンロードされるものであってもよ
い。
【００１１】
　また、サーバは、業務システムに加え、文書を管理するための文書管理システムを有し
ていてもよく、文書管理システムにより画像データが保存・管理され、サーバにより画像
データ情報がデータベースに格納されてもよい。文書管理システムは、独立した文書管理
サーバであってもよい。
【００１２】
　また、本発明の画像データ取得システムにおいて、デジタル複合機は、ユーザの認証が
成立するか否かを判定して、認証が成立した場合に該デジタル複合機の使用を許可するユ
ーザ認証手段を有する、ことを特徴とする。ユーザを認証することで、権限のない者によ
る画像データの入力が防止される。
 
【００１３】
　また、本発明の画像データ取得システムにおいて、デジタル複合機は、画像データを特
定する特定情報を、ネットワークに接続された時刻を認証する時刻認証サーバに送信する
時刻認証データ送信手段と、特定情報に関し、時刻認証サーバが生成した、時刻証明デー
タを時刻認証サーバから受信する時刻証明データ受信手段と、時刻認証サーバから受信し
た時刻証明データを、画像データに対応づけて該画像データと共にサーバに送信する認証
済み画像データ送信手段と、を有することを特徴とする。画像データを取得した時刻を証
明するタイムスタンプを画像データに得ることで、伝票などの文書をイメージファイル化
した時刻を証明できる。なお、画像データに関する情報とは、画像データを特定できる情
報であり、画像データのハッシュ値であることが好適である。画像データを特定できれば
、画像データ自体又はその一部であってもよい。
 
【００１４】
　また、本発明は、デジタル複合機が光学的に読み取った原稿の画像データを所定のデー
タベースに格納するサーバとネットワークを介して接続され、前記画像データを、該サー
バに送信するデジタル複合機において、前記原稿の種類に応じて用意されている入力画面
構成情報、及び、選択を受け付けた前記原稿の種類に対応するデータベースのレコードを
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識別するため前記原稿の種類に対応するデータベース毎に複数用意されているＤＢキー値
を前記サーバから受信し、前記原稿の種類を受け付けるメイン画面と、受け付けた前記原
稿の種類に応じて、前記入力画面構成情報に基づき入力画面を生成する入力画面生成手段
と、前記画像データ、前記画像データと関連した情報であって前記入力画面から入力され
た情報を有する画像データ情報、及び、前記入力画面の項目の選択時に特定される一つの
ＤＢキー値と、を前記サーバに送信する画像データ情報送信手段と、を有し、前記サーバ
は、前記デジタル複合機から受信した前記画像データと前記画像データ情報を、特定され
たＤＢキー値により識別される前記原稿の種類に対応するデータベースのレコードに関連
付けて前記所定のデータベースに格納するＤＢ格納手段を有する、ことを特徴とする。
【００１５】
　本発明によれば、容易に業務システムと連繋して、画像データ取得システムおける文書
の電子化入力が可能なデジタル複合機を提供することができる。
【００１７】
　また、本発明のデジタル複合機において、前記デジタル複合機は、前記画像データを特
定する特定情報を、ネットワークに接続された時刻を認証する時刻認証サーバに送信する
時刻認証データ送信手段と、前記特定情報に関し、前記時刻認証サーバが生成した、時刻
証明データを前記時刻認証サーバから受信する時刻証明データ受信手段と、前記時刻認証
サーバから受信した前記時刻証明データを、前記画像データに対応づけて該画像データと
共に前記サーバに送信する認証済み画像データ送信手段と、を有することを特徴とする。
【００１８】
　また、本発明は、デジタル複合機が光学的に読み取った原稿の画像データを、ネットワ
ークを介して受信し、所定のデータベースに格納するシステム管理サーバにおいて、前記
デジタル複合機に表示される入力画面を構成し、前記原稿の種類に応じて用意されている
入力画面構成情報、及び、前記デジタル複合機が選択を受け付けた前記原稿の種類に対応
するデータベースのレコードを識別するため前記原稿の種類に対応するデータベース毎に
複数用意されているＤＢキー値、を該デジタル複合機に送信するシステム情報送信手段と
、前記画像データ、前記画像データと関連した情報であって前記入力画面から入力された
情報を有する画像データ情報、及び、前記入力画面の項目の選択時に特定される一つのＤ
Ｂキー値と、を受信する画像データ情報受信手段と、前記画像データ情報受信手段により
受信した、前記画像データと前記画像データ情報を、特定されたＤＢキー値により識別さ
れる前記原稿の種類に対応するデータベースのレコードに関連付けて前記所定のデータベ
ースに格納するＤＢ格納手段と、を有することを特徴とする。
【００１９】
　本発明によれば、容易に、デジタル複合機からの文書の電子化入力が可能な業務システ
ムのサーバを提供することができる。
【発明の効果】
【００２０】
　容易に業務システムと連繋して文書の電子化入力が可能な画像データ取得システム、デ
ジタル複合機及びシステム管理サーバを提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下、本発明を実施するための最良の形態を、図面を参照しながら実施例を挙げて説明
する。図１は、画像データ取得システムの全体構成図の一例を示す。本実施の形態の画像
データ取得システムでは、デジタル複合機（以下、ＭＦＰ（Ｍｕｌｔｉ Ｆｕｎｃｔｉｏ
ｎ Ｐｒｉｎｔｅｒ）と称す）２がネットワーク１を介して社内業務システム３に接続さ
れる。
【００２２】
　ＭＦＰ２は、複写機等と同様にスキャン手段を有し、ドキュメント５を光学的に走査し
てドキュメント５のイメージデータを生成する。また、ＭＦＰ２は、通信手段を有しネッ
トワーク１を介して、社内業務システム３と通信する。ドキュメント５は、例えば、契約
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書や間取り図等である。
【００２３】
　スキャニングする場合、所定の入力画面がＭＦＰ２の表示装置に表示される。入力画面
は、入力画面構成情報に基づき生成される。入力画面構成情報は、社内業務システム３の
基幹業務で使用するデータベースの各データを特定するデータベースキー値（以下、DBキ
ー値という）とともに、ＭＦＰ２に送信される。社内業務システム３は、例えばドキュメ
ント５の種類に応じて、入力画面構成情報を予めＭＦＰ２に送信しておく。ＭＦＰ２は、
送信された項目を用いて動的に入力画面を構成する。
【００２４】
　入力画面により、契約日、部家番号、物件名、等がユーザにより入力されると、ドキュ
メント５は、ＭＦＰ２によりスキャニングされ、画像データ（以下、イメージファイルと
いう）が生成される。
【００２５】
　また、入力画面から入力された内容に基づき、ドキュメント５の画像データ情報が生成
される。画像データ情報は、DBキー値を有する形式で、テキストデータやCSVファイル、X
MLファイルなどの汎用的なファイル形式で生成され、予め設定された保存先にイメージフ
ァイルと共に保存される。社内業務システム3は、イメージファイルおよび画像データ情
報をインポートする。社内業務システム３は、DBキー値を参照することで、画像データ情
報やイメージファイルを、社内業務システム３のどのデータに対応づけてデータベースに
格納すべきか知ることができる。
【００２６】
　したがって、ＭＦＰという汎用的な装置を用いることで、例えば社内に戻った場合に改
めて社内業務システム３に、ドキュメント５やドキュメント５を見ながら画像データ情報
を入力する必要がない。ユーザは簡単な操作で、ドキュメント５やドキュメント５の内容
を社内情報システム３に入力できる。
【００２７】
　ＭＦＰ２には、社内業務システム３等と画像データ取得システムを構成するプログラム
がインストールされており、後述する入力画面生成手段、画像データ情報送信手段、個人
認証手段、等を実現させる。
【００２８】
　また、社内業務システム３は、コンピュータに予め搭載された販売管理手段、在庫管理
手段、顧客管理手段、人事管理手段、生産管理手段、図面管理手段などの社内のシステム
を有する。社内業務システム３は、１台のコンピュータであってもよいし、複数のコンピ
ュータで構成されていてもよい。
【００２９】
　社内業務システム３は、既に稼動している社内のシステムに、画像データ取得システム
の機能を付加することで使用できる。例えば、社内業務システム３は、後述のシステム情
報送信手段、画像データ情報受信手段、ＤＢ格納手段、等の機能を有する。これらの手段
がＭＦＰ２と連繋して画像データ取得システムを実現する。　
　図２は、社内業務システム３を実現するサーバのハードウェア構成図を示す。図２のハ
ードウェア構成図は、それぞれバスで相互に接続されているＣＰＵ６１、入出力装置６２
、ドライブ装置６３、通信装置６４、主記憶装置６５、記憶装置６６、表示装置６７を有
するように構成される。
【００３０】
　ＣＰＵ６１は、コンピュータが行う処理を統括的に制御する。入出力装置６２は、キー
ボード及びマウスなどで構成され、ユーザからの様々な操作指示を入力するために用いら
れる。通信装置６４は、インターネットやＬＡＮなどのネットワークに接続するためのイ
ンターフェイスであり、例えばモデム、ルータ等で構成される。主記憶装置６５は、オペ
レーティングシステムやプログラム、データを一時保管する記憶領域である。記憶装置６
６には、画像データ取得システムを実現するプログラムがインストールされている。ドラ
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イブ装置６３は、ＤＶＤ－ＲＯＭやＣＤ－ＲＯＭが挿入可能であり、記録媒体７０からプ
ログラムやデータを読み込み、また記録媒体７０にプログラムやデータを書き込むことも
可能である。表示装置６７は、ＧＵＩ（Ｇｒａｐｈｙｃａｌ Ｕｓｅｒ Ｉｎｔｅｒｆａｃ
ｅ）画面を形成し、操作に必要な各種ウィンドウやデータ等を表示する。
【００３１】
　画像データ取得システムを実現するプログラムは、例えばＤＶＤ－ＲＯＭ等の記録媒体
７０によって提供される。画像データ取得システムを実現するプログラムを記録した記録
媒体７０は、ドライブ装置６３にセットされ、記憶装置６６にインストールされる。なお
、プログラムは、ネットワークを介してダウンロードしてもよい。
【００３２】
　社内業務システム３とＭＦＰ２との通信は、ＦＴＰ（Ｆｉｌｅ Ｔｒａｎｓｆｅｒ Ｐｒ
ｏｔｏｃｏｌ）、ＳＭＢ（Ｓｅｒｖｅｒ Ｍｅｓｓａｇｅ Ｂｌｏｃｋ）プロトコル、ＨＴ
ＴＰ等のプロトコルにより行うことができる。セキュリティのため、通信をＳＳＬ（Ｓｅ
ｃｕｒｅ Ｓｏｃｋｅｔ Ｌａｙｅｒｓ）で暗号化することが好適である。また、ＭＦＰが
イメージファイルを暗号化する暗号化手段を有していてもよい。
【実施例１】
【００３３】
　次に、画像データ取得システムのシステム構成について説明する。図３は、画像データ
取得システムのシステム構成の一例を示す。図３のシステム構成では、社内業務システム
３とＭＦＰ２が、ネットワーク１を介してデータの送受信を行う。
【００３４】
　社内業務システム３は、販売管理、財務管理、顧客管理など社内業務を遂行するための
システムである。社内業務システム３は、当該社内業務システム３とＭＦＰ２を連携させ
るため、ＭＦＰ２で表示する画面を構成するために必要となる入力画面構成情報及びDBキ
ー値を送信するシステム情報送信手段５１、ＭＦＰ２から画像データ情報記憶手段に送信
された画像データ情報を取得する画像データ情報受信手段５２、画像データ情報受信手段
で取得した画像データ情報を社内業務システム３に格納するＤＢ格納手段５３、を有する
。システムDB２０は、社内業務システム３が基幹業務で使用するデータベースである。
【００３５】
　ＭＦＰ２は、社内業務システム３から受信した入力画面構成情報により表示装置に画面
を表示する入力画面生成手段５４と、入力画面生成手段により表示された画面から入力さ
れた、スキャンするドキュメントを特定する画像データ情報を社内業務システム３に送信
する画像データ情報送信手段５５と、を有する。
【００３６】
　また、ネットワーク１には、入力画面構成情報記憶手段１１と画像データ情報記憶手段
１２とが接続されている。入力画面構成情報記憶手段１１又は画像データ情報記憶手段１
２は、社内業務システム３が有するように構成されていてもよい。
【００３７】
　入力画面構成情報記憶手段１１は、入力画面構成情報をＤＢキー値と共にファイルとし
て記憶しておく記憶手段で、通常はファイルサーバとして設けられる。画像データ情報記
憶手段１２は、ＭＦＰ２がドキュメントをスキャンして生成したイメージファイル及び画
像データ情報をＤＢキー値と共に出力する記憶手段であり、通常はファイルサーバとして
設けられる。
【００３８】
　入力画面構成情報記憶手段１１と画像データ情報記憶手段１２は、いわゆる中間ファイ
ルを保存するための記憶手段である。これにより、社内業務システム３の負荷が軽減され
、ＭＦＰ２の表示に適した形式で入力画面構成情報を保持できる。なお、これら中間ファ
イルを介さずに、社内業務システム３とMFP2とが直接ファイルを送受信してもよい。
【００３９】
　続いて、入力画面構成情報記憶手段１１が有する入力画面構成情報のファイルについて
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簡単に説明する。入力画面構成情報記憶手段１１は、図１１～１３のようなファイルを記
憶している。図１１は画面情報データファイルを示す。画面情報データファイルは、後述
のメイン画面及び処理項目画面を生成するための情報を有し、また、画面の各表示欄の「
入力タイプ」と、入力タイプがセレクタの場合の選択方法（セレクタ情報）を指定する。
画面情報データファイルは、システムDB２０から生成される。また、画面情報データファ
イルは、システムDB２０のデータベースにおいて、各データの一意性を保証するDBキー値
を有する。例えば、図１１では、工事名や工事番号をDBキー値としてもよい。
【００４０】
　図１２はボタン情報セレクタファイルを示す。ボタン情報セレクタファイルは、後述の
工事名セレクタのいずれかが押下された場合に画面を生成するための情報を有する。図１
３はセレクタ情報ファイルを示す。セレクタ情報ファイルは、後述のセレクタ画面が表示
され、押下されたボタンに応じて更に表示する項目を定める。なお、画面情報データファ
イル、ボタン情報ファイル、セレクタ情報ファイルについて詳細は後述する。
【００４１】
　続いて、図３のシステム構成において、ＭＦＰ２からドキュメントを入力する場合につ
いて説明する。図４は、ＭＦＰ２からドキュメントを入力する処理のフローチャート図を
示す。
【００４２】
　（ステップＳ１）
例えば、ユーザがＭＦＰ２のタッチパネル等でドキュメント入力モードを選択すると画像
データ取得システムの処理が開始される。ドキュメント入力モードとは、社内業務システ
ム３にドキュメントを入力するための操作モードであり、通常の複写モード等とは別に選
択できる。
【００４３】
　まず、ＭＦＰ２は、システム情報送信手段５１により社内業務システム３から送信され
た入力画面構成情報に基づき、入力画面を生成する。入力画面構成情報は、予めＭＦＰ２
が受信しておくことが好適である。入力画面構成情報は、ＭＦＰ２の電源投入後に受信す
るようにしてもよいし、ドキュメント入力モードが選択されるたびに受信するようにして
もよい。また、入力画面構成情報が更新された場合に、更新後の入力画面構成情報をＭＦ
Ｐ２が受信してもよい。
【００４４】
　（ステップＳ２）
入力画面構成情報を受信したＭＦＰ２は、図１１のような画面情報データファイルに基づ
き、メイン画面を生成し、表示装置に表示する。図１６は、メイン画面の一例を示す。メ
イン画面は、実行可能な処理の選択を行うボタン（工事設計図面ボタン１０１、契約書ボ
タン１０２、見積書ボタン１０３、提案書ボタン１０４）と、動作設定を行うボタン（再
送ボタン１０５、マスタ取得ボタン１０６、設定ボタン１０７）を有する。実行可能な処
理の選択を行う各ボタンは、図１１の画面情報データファイルの第１列「処理名」に記憶
された各項目が表示される。なお、画面に表示しきれない場合は、スクロールボタン１０
８により画面をスクロールできる。
【００４５】
　実行可能な処理の選択を行うボタンは、画面情報データファイルの内容に応じて動的に
生成される。また、動作設定を行うボタンは、画面情報データファイルの内容にかかわら
ず不変となる。画面情報データファイルは、例えばＸＭＬ（eXtensible Markup Language
）で作成されることで、ＭＦＰ２のブラウザ機能により動的に生成できる。
【００４６】
　画面に表示すべき情報を予め作成し固定するのではなく、画面情報データファイルから
読み込んだ情報に基づき生成することで、種々の画面情報データファイルを柔軟に画面に
表示することが可能となる。なお、本実施例では、工事設計図面ボタン１０１が押下され
たものとして説明する。
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【００４７】
　（ステップＳ３）
ユーザによりボタンが押下され処理が選択されると、画面情報データファイルに基づき、
図１７のような処理項目画面が生成される。処理項目画面は、作成日の表示欄１０９、担
当者コードの表示欄１１１、工事名の表示欄１１６、工事番号の表示欄１１７、備考の表
示欄１１８、並びに、作成日、担当者コード、備考の変更ボタン１１０・１１２・１１９
、及び、工事名セレクタの選択ボタン１１３～１１５、を有する。また、Ｂａｃｋボタン
１２０は、前画面に戻るためのボタンであり、ＯＫボタン１２１は次の画面に進むための
ボタンである。
【００４８】
　各表示欄は、図１１の画面情報データファイルの第２列「入力項目」に記憶された各項
目が表示される。作成日の表示欄１０９には、テンキーなどにより当該入力日が入力され
る。ＭＦＰが自動的に入力日を入力してもよい。担当者コードの表示欄１１１には、テン
キーなどにより担当者を識別する識別子が入力される。担当者コードは、画像データ取得
システムにおいて一意性が保証される。なお、担当者コードは、例えばＭＦＰ２の使用を
開始する際に認証処理を行い、認証されたユーザの担当者コードを自動的に表示してもよ
い。
【００４９】
　工事名セレクタの選択ボタン１１３ではあいうえお選択、選択ボタン１１４では地域名
選択、選択ボタン１１５では支店名選択が可能であり、いずれかの方法で工事名を選択で
きる。工事名の表示欄１１６、工事番号の表示欄１１７，備考の表示欄１１８のぞれぞれ
の項目には、工事名セレクタの選択ボタン１１３、１１４又は１１５のいずれかで選択し
た内容が表示される。なお、工事名等の内容は、不図示のＤＢキー値で識別される。
【００５０】
　（ステップＳ４）
工事名セレクタの選択ボタン１１３であいうえお選択が押下されると、図１８のような、
あいうえおセレクタ画面が表示される。あいうえおセレクタ画面は、５０音から工事名を
指定できる。図１８の５０音を押下することで工事名を入力できる。図１８の画面は、入
力画面構成情報記憶手段１１に記憶された図１２のようなボタン情報ファイルから、「ai
ueo」で分類されている部分の情報を利用して生成される。すなわち、画面の構成要素が
あらかじめボタン情報ファイルに定義されており、ＭＦＰ２はそのとおりに画面を生成す
る。これにより、条件判断などを伴う複雑な処理はＰＣ側で行い、処理能力（メモリや搭
載CPU）に制限があるＭＦＰ２の処理を軽くすることができる。
【００５１】
　ユーザが、入力したい工事名の読み仮名の１文字目にあたるキーを押下すると、指定さ
れた“かな”で始まる「項目名」を抽出する。抽出された「項目名」は、図１９のような
工事名の一覧（工事名選択画面）として表示され、その中から対象とする工事を選択する
ことができる。図１９の工事名選択画面は、入力画面構成情報記憶手段１１に記憶された
図１３のようなセレクタ情報ファイルの「aiueo」で分類されている部分の情報を利用し
て生成される。図１９は、図１８のあいうえおセレクタ画面で“お”が押下された例を示
す。“お”が押下されたので、“お”で始まる工事名が表示されている。
【００５２】
　また、図１７の工事名セレクタの選択ボタン１１４で地域名選択が押下されると、図２
０のような、地域名セレクタ画面が表示される。地域名セレクタ画面は、地域名から工事
名を指定できる。なお、図２０の画面は、入力画面構成情報記憶手段に記憶された図１２
のようなボタン情報ファイルから、「area」で分類されている部分の情報を利用して生成
される。
【００５３】
　また、図１７の工事名セレクタの選択ボタン１１５で支店名選択が押下されると、図２
１のような、支店名セレクタ画面が表示される。支店名セレクタ画面は、支店名から工事
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名を指定できる。なお、図２１の画面は、入力画面構成情報記憶手段に記憶された図１２
のようなボタン情報ファイルから、「branch」で分類されている部分の情報を利用して生
成される。
【００５４】
　工事名が選択されると、図１７の処理項目画面が再び表示される。上記したように、工
事名の表示欄１１６等には、選択された工事名が表示される。ステップＳ４で入力された
情報が、画像データ情報となる。
【００５５】
　（ステップＳ５）
ＭＦＰ２がドキュメントをスキャンする。ＭＦＰ２はドキュメントの画像データをイメー
ジファイルとして作成し、画像データ情報記憶手段１２に送信する。イメージファイルの
フォーマット形式は、TIFFフォーマットまたはPDFフォーマットなど業界標準のものが好
適である。これにより、読み取ったデータを幅広い用途で利用することが可能となる。
【００５６】
　また、ＭＦＰ２の表示装置で入力した画像データ情報とイメージファイルの保存先から
なる画像データ情報ファイル（ＤＢキー値を有する）が、画像データ情報記憶手段１２に
出力される。
【００５７】
　図１４は、画像データ情報ファイルの一例を示す。図１４の画像データ情報ファイルは
、処理日、実行処理名、セレクター、入力ボタン、ファイルパス、作成日、担当コード、
工事名、ＤＢキー値、備考、の各欄を有するように構成される。各欄には、ステップＳ４
で入力した画像データ情報が記憶される。また、ファイルパスには、イメージファイルの
保存場所がファイルパス形式で記憶される。ＤＢキー値は、社内業務システム３が有する
データベースと対応づけるためのキーとなる。該ＤＢキー値により、工事名として「大森
太郎邸」を特定できるので、社内業務システム３が有するシステムDB２０から「大森太郎
邸」の工事に関するデータベースと連携することが可能となる。すなわち、社内業務シス
テム３は、大森太郎邸に関する工事の工事設計図面を参照する場合は、ＤＢキー値「１０
４３」を指定することで、ファイルパスのイメージファイルを参照できる。　　　　　
　（ステップＳ６）
社内業務システム３は、画像データ情報記憶手段１２を監視しており、画像データ情報フ
ァイルが送信されたことを検出する。社内業務システム３は、図１４の画像データ情報フ
ァイルを参照して、画像データ情報ファイルを取り込む。このとき、イメージファイルが
格納されている場所を示す情報も同時に記憶する。次いで、社内業務システム３は、取り
込んだ画像データ情報ファイルを画像データ情報記憶手段１２から削除する。削除するこ
とで、処理済のデータか否かの判断を行わずに済み、社内業務システム３は、処理対象と
するファイル（この場合は画像データ情報ファイル）の有無にのみ注目していれば良い。
以上で、図４のフローチャート図に基づく処理が終了する。
【００５８】
　社内業務システム３に取り込まれた情報は、社内業務システム３の機能により、データ
参照など業務活動データに利用できる。また、社内業務システム３は、画像データ情報フ
ァイルに記憶されているイメージファイルの格納場所情報を元にイメージファイルを利用
できる。例えば、専用のビューアなどで内容を所望のＰＣの画面に表示することができる
。
【実施例２】
【００５９】
　実施例２では、文書管理システムを有する画像データ取得システムについて説明する。
図５は、実施例２の画像データ取得システムのシステム構成の一例を示す。図５の画像デ
ータ取得システムでは、文書管理システムと連繋されている点で実施例１と異なる。なお
、図５において、図３と同一構成部分には同一の符号を付しその説明は省略する。
【００６０】
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　図５の画像データ取得システムでは、ＭＦＰ２から画像データ情報ファイルを画像デー
タ情報記憶手段１２に出力し、文書管理システム１６が画像データ情報記憶手段１２に出
力されたイメージファイル及び画像データ情報を文書管理システム１６が取り込んだ後、
画像情報ファイル記憶手段１４に画像データ情報を、文書データ記憶手段１５にイメージ
ファイルを、それぞれ送信する。
【００６１】
　文書管理システム１６は、文書の管理を行うための種々の機能を提供する。例えば、文
書ファイル（ワープロや表計算などのデータフィルやイメージファイルなど）に属性を付
けて管理し、独自の検索機能を有する。
【００６２】
　画像情報ファイル記憶手段１４は、社内業務システム３が、データとして取り込むべき
ファイルである画像データ情報が保存される記憶手段である。通常はファイルサーバとし
て設けられる。
【００６３】
　文書データ記憶手段１５は、文書管理システム１６が管理する記憶手段であり、スキャ
ンされた文書や当該文書のイメージファイルなどを管理する。
【００６４】
　図５のシステム構成において、ＭＦＰ２から社内業務システム３にドキュメントを入力
する場合について説明する。図６は、ＭＦＰ２からドキュメントを入力する処理のフロー
チャート図を示す。画像データ情報記憶手段１２に画像データ情報を出力するまでの処理
は、実施例１と同様である。したがって、ステップＳ５までの処理については説明を省略
する。
【００６５】
　（ステップＳ１１）
文書管理システム１６は、画像データ情報記憶手段１２を監視している。画像データ情報
記憶手段１２に、ＭＦＰ２が出力したイメージファイル及び画像データ情報ファイルが置
かれたことを検出すると、文書管理システム１６は画像データ情報ファイル等を取得する
。
【００６６】
　（ステップＳ１２）
文書管理システム１６は、取得した画像データ情報ファイルに、社内業務システム３が文
書管理システム１６と連携するための連繋情報を設定し、画像情報ファイル記憶手段１４
に保存する。また、イメージファイルを文書データ記憶手段１５に格納する。したがって
、画像情報ファイル記憶手段１４に画像データ情報ファイルを保存する際は、イメージフ
ァイルは既に文書管理システム１６が管理可能であるため、画像情報ファイル記憶手段１
４への保存は行わない。
【００６７】
　（ステップＳ１３）
社内業務システム３は、画像情報ファイル記憶手段１４を監視している。ここに画像デー
タ情報ファイルが置かれたことを検出すると、社内業務システム３は画像データ情報ファ
イルを取得する。
【００６８】
　文書管理システム１６が監視を行う画像データ情報記憶手段１２と、社内業務システム
３が監視する画像情報ファイル記憶手段１４を物理的に分けておくことにより、社内業務
システム３は、文書管理システム１６との連携の有無によらず、画像データ情報ファイル
に着目していれば良いことになる。
【００６９】
　社内業務システム３は、画像情報ファイル記憶手段１４に置かれた画像データ情報ファ
イルの内容を参照し、必要な情報を社内業務システム３に取り込む。画像データ情報ファ
イルにはステップＳ１２において、文書管理システム１６と連繋するための連繋情報が設
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定されているため、社内業務システム３は、連繋情報に基づき文書管理システム１６との
連携を行う。
【００７０】
　次いで、社内業務システム３は、取り込んだ画像データ情報ファイルを画像情報ファイ
ル記憶手段１４から削除する。以上で、図６のフローチャート図に基づく処理が終了する
。
【００７１】
　本実施例によれば、イメージファイルの管理に文書管理システム１６を連携させること
により、社内業務システム３と文書管理システム１６とを統合したファイル管理を実現で
きる。また、社内業務システム３の豊富な検索機能を利用して該当文書の抽出を行うこと
ができる。
【実施例３】
【００７２】
　実施例３では、個人認証を行うことが可能な画像データ取得システムについて説明する
。図７は、画像データ取得システムのシステム構成の一例を示す。図７の画像データ取得
システムでは、ＭＦＰ２が個人認証手段を有する点で、実施例１と異なる。なお、図７に
おいて、図３と同一構成部分には同一の符号を付しその説明は省略する。
【００７３】
　個人認証手段５６は、ユーザが入力したユーザ名とパスワードの組み合わせや、カード
リーダから読み取った個人データに基づき、当該ユーザが本人であるか否かを認証する。
認証方法は、指紋や静脈、虹彩などの生体情報に基づいてもよい。個人認証手段５６は、
使用権限を持ったユーザのユーザ情報を管理しており、ユーザ情報と一致するか否かを確
認することで使用を許可するか否か（ユーザを認証するか否か）判断を行う。
【００７４】
　図８は、ユーザ認証を行って、ＭＦＰ２からドキュメントを入力する処理のフローチャ
ート図を示す。なお、図８において図４と同一ステップには同一の符号を付しその説明は
省略する。
【００７５】
　（ステップＳ２１）
ステップＳ３により処理項目画面の生成が開始されると、ユーザ認証処理が行われる。上
述したように処理項目画面は、図１５の画面情報データファイルに基づき構成される。画
面情報データファイルは、入力の方法を指定する「入力タイプ」の欄を有する。図１５の
画面情報データファイルは、図１１と同一の構成であるが、「入力タイプ」に本人認証を
必要とする設定が可能である点で異なる。図１５では、担当者の「入力タイプ」が本人認
証を必要とするように構成されている。
【００７６】
　「入力タイプ」が本人認証を必要とするように設定されている場合、「処理項目画面」
を表示する前に本人認証を行うための画面が表示される。例えば、カードリーダにユーザ
のＩＣカードを挿入させるメッセージが表示される。
【００７７】
　ＩＣカードより読み取られたユーザの情報はその場で認証され、正規に操作が認められ
た者であることが確認された段階で、元の操作画面（この場合は処理項目画面）に移行す
る。処理項目画面の担当者コードの表示欄１１１には、ＩＣカードから読み取られたユー
ザの担当者コード（氏名を表示してもよい）が表示される。以降の処理は、実施例１と同
様である。
【００７８】
　なお、個人認証の前に処理項目画面を表示して、「入力タイプ」で本人認証が必要であ
ると規定された項目が選択された際に、個人認証を行うこととしてもよい。このように処
理すると、図１５の画面情報データファイルでは、担当者コードを入力する場合に初めて
個人認証の画面が表示される。また、メイン画面を表示する前などに個人認証することと
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してもよい。
【００７９】
　本実施例によれば、一連の処理の流れの中に、個人認証手段５６を組み入れ、ＩＣカー
ド等から得られた個人を特定する情報を画面に表示し、また、画像データ情報に付加する
ことができる。個人認証手段５６は、外部のシステムであってもよいし、専用ハードウェ
アなどの機器やソフトウェアなどで行われてもよい。個人認証を組み入れることにより、
ドキュメントのスキャンを行ったユーザを特定することができ、セキュリティの向上を図
ることが可能となる。
【実施例４】
【００８０】
　実施例４では、イメージファイルに時刻認証を与えることが可能な画像データ取得シス
テムについて説明する。図９は、画像データ取得システムのシステム構成の一例を示す。
図９の画像データ取得システムでは、ＭＦＰ２がネットワークを介して時刻認証サーバ９
に接続されている点で、実施例１と異なる。時刻認証サーバ９は、画像データ取得システ
ムが有していてもよいし、画像データ取得システム以外の外部のシステムが提供するもの
であってもよい。
【００８１】
　図９のＭＦＰ２は、画像データに関する情報を時刻認証サーバに送信する時刻認証デー
タ送信手段５７、画像データに関する情報に関し、時刻認証サーバが生成した時刻証明デ
ータを、時刻認証サーバから受信する時刻証明データ受信手段５８と、時刻証明データを
画像データに対応づけて画像データ記憶装置（社内業務システム３又は画像データ情報記
憶手段１２）に送信する認証済み画像データ送信手段５９と、を有する。なお、図９にお
いて、図３と同一構成部分には同一の符号を付しその説明は省略する。なお、本実施例で
は、画像データに関する情報として、イメージファイルのハッシュ値を用いる。
【００８２】
　時刻認証サーバ９は、ＭＦＰ２から時刻認証の要求を受けた時点での時刻情報を取得し
、イメージファイルのハッシュ値に関し時刻証明データを生成する。時刻認証は、公的に
認められた時刻認証サーバからその時点のタイムスタンプ情報を取得し、認証を求めたフ
ァイルがある時点で存在していたということを証明するものである。この時刻証明データ
は要求時に指定されたイメージファイルのハッシュ値に関連付けられ、改ざんすることが
できない。
【００８３】
　図１０は、時刻認証を行って、ＭＦＰ２からドキュメントを入力する処理のフローチャ
ート図を示す。なお、図１０において図４と同一ステップには同一の符号を付しその説明
は省略する。
【００８４】
　（ステップ３１）
図１７の処理項目画面により必要事項の入力が終了し、ＭＦＰ２によりドキュメントがス
キャンされる。ドキュメントがスキャンされると、自動的に又はユーザの指示によりＭＦ
Ｐ２は、時刻認証サーバ９に接続する。ＭＦＰ２は、イメージファイルのハッシュ値を時
刻認証サーバ９に送信する。　
　（ステップＳ３２）
時刻認証サーバ９は、イメージファイルのハッシュ値に関し時刻証明データを生成しＭＦ
Ｐ２に送信する。ＭＦＰ２は、受信した時刻証明データを画像データ情報やイメージファ
イルに添付して、画像データ情報記憶手段１２に記憶する。以降は、実施例１と同様であ
る。
【００８５】
　本実施例によれば、読み取られたイメージファイルの作成日時が重要な意味を持つよう
な場合、時刻認証を組み入れることができる。例えば、領収書など発行日時が重要な書類
の取込日時を特定できるため、より信頼性の高いドキュメントの管理が可能となる。
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【００８６】
　以上説明したように、ＭＦＰを社内業務システム３の入力端末と位置づけることで、社
内業務システムである販売管理、在庫管理、経理、人事などの基幹システムと基幹システ
ムに関連した文書のイメージファイルとを、容易に統合することが可能となる。すなわち
、ＭＦＰによりイメージファイル化した後に、ファイル名の変更や基幹システムとの関連
づけのための入力を省略できる。
【００８７】
　従来、分離・併存していた文書管理システム（文書やイメージファイルの管理）と社内
業務システムにおいて、ＭＦＰを入力端末とすることで、データ入力から検索に至るワー
クフローの確実性と操作性が飛躍的に向上する。
【００８８】
　ＭＦＰを用いれば、簡単な操作画面によりコピーと同様の操作で社内業務システムに入
力できるので、運用が容易であり、また、従来のＭＦＰのサポートを通じてドキュメント
入力作業のサポートを受けることができるので管理がしやすい。すなわち、ユーザのＩＴ
スキルに左右されずに、社内業務システムを提供できる。
【００８９】
　また、ＭＦＰをカスタマイズして使用することができるので、顧客の社内業務システム
に対応したＭＦＰを提供できる。例えば、業種や業務毎に入力画面のテンプレートを作成
し、選択できるようにしてもよい。
【００９０】
　ＭＦＰで表示画面を生成する際、社内業務システムから、伝票番号や物件名、担当者名
などを表示することもできるので、社外から社内業務システムのデータを参照できる。
【００９１】
　また、実施例１ないし４では、工事名や設計図面を対象に説明したが、本発明は入力す
る文書の種別に限られず活用できる。例えば、工務店の社内業務システムと連繋して契約
書や検収書等を入力する場合、不動産会社の社内業務システムと連繋して間取り図・地図
・賃貸契約書等を入力する場合、人材派遣会社の社内業務システムと連繋して履歴書・資
格証明書・派遣契約書等を入力する場合、介護会社の社内業務システムと連繋して聞き取
り調査書・介護記録・日報等を入力する場合、人事システムと連繋して履歴書・総務関係
書類等を入力する場合、等に活用できる。
【図面の簡単な説明】
【００９２】
【図１】画像データ取得システムの全体構成図である。
【図２】社内業務システムを実現するサーバのハードウェア構成図である。
【図３】画像データ取得システムのシステム構成の一例である。
【図４】ＭＦＰからドキュメントを入力する処理のフローチャート図である。
【図５】実施例２における画像データ取得システムのシステム構成である。
【図６】実施例２におけるＭＦＰからドキュメントを入力する処理のフローチャート図で
ある。
【図７】実施例３における画像データ取得システムのシステム構成の一例である。
【図８】ユーザ認証を行って、ＭＦＰからドキュメントを入力する処理のフローチャート
図である。
【図９】実施例４における画像データ取得システムのシステム構成の一例である。
【図１０】時刻認証を行って、ＭＦＰからドキュメントを入力する処理のフローチャート
図である。
【図１１】画面情報データファイルの一例である。
【図１２】ボタン情報セレクタファイルの一例である。
【図１３】セレクタ情報ファイルの一例である。
【図１４】画像データ情報ファイルの一例である。
【図１５】画面情報データファイルの一例である。
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【図１６】メイン画面の一例である。
【図１７】処理項目画面の一例である。
【図１８】あいうえおセレクタ画面の一例である。
【図１９】工事名選択画面の一例である。
【図２０】地域名セレクタ画面の一例である。
【図２１】支店名セレクタ画面の一例である。
【符号の説明】
【００９３】
　１　　　ネットワーク
　２　　　ＭＦＰ（デジタル複合機）
　３　　　社内業務システム
　９　　　時刻認証サーバ
　１１　　入力画面構成情報記憶手段
　１２　　画像データ情報記憶手段
　１４　　画像情報ファイル記憶手段
　１５　　文書データ記憶手段
　１６　　文書管理システム
　２０　　システムＤＢ
　５１　　システム情報送信手段
　５２　　画像データ情報受信手段
　５３　　ＤＢ格納手段
　５４　　入力画面生成手段
　５５　　画像データ情報送信手段
　５６　　個人認証手段
　５７　　時刻認証データ送信手段
　５８　　時刻証明データ受信手段
　５９　　認証済み画像データ送信手段
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